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平成 17 年 9 月期  個別中間財務諸表の概要  平成 17 年 5 月 11 日 

上 場 会 社 名        株式会社サイバーエージェント  上場取引所 東京証券取引所 ﾏｻﾞｰｽﾞ 
コ ー ド 番 号          4751                           本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.cyberagent.co.jp/  ） 
代  表  者 代表取締役社長   藤田 晋 
問合せ先責任者 取締役経営本部長  中山 豪  ＴＥＬ(03)5459－0202 
決算取締役会開催日   平成 17 年 5月 11 日      中間配当制度の有無            有・無 
中間配当支払開始日   平成 ―年―月 ―日     単元株制度採用の有無  有(１単元  株)・無 
 
１． 17 年 3 月中間期の業績（平成 16 年 10 月 1 日～平成 17 年 3月 31 日） 
(1)経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
17 年 3 月中間期 9,284 66.6 △327 － △304 － 
16 年 3 月中間期 5,573 35.6 △81 － △62 － 
16 年 9 月期 12,776 51.4 △156 － △115 － 
 
 

中間（当期）純利益 
1 株当たり中間 
（当期）純利益 

 百万円    ％ 円  銭 
17 年 3 月中間期 1,280 △50.9 3,935 23 
16 年 3 月中間期 2,605 － 16,251  57 
16 年 9 月期 2,664 － 16,555  78 
(注)①期中平均株式数  17 年 3 月中間期 325,368 株 16 年 3 月中間期 160,343 株 16 年 9月期 160,928 株 
  ②会計処理の方法の変更   有 ･ 無 
    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
④平成 16 年 11 月 19 日付けで普通株式 1 株につき 2 株の株式分割を行っております。なお、1 株当た
り中間純利益は、当該株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 
⑤株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の平成 16 年 3 月中間期の 1株当たり中間純利益は 
8,125 円 79 銭、平成 16 年 9 月期の 1株当たり当期純利益は 8,277 円 89 銭であります。 

 
(2)配当状況 
 1 株当たり 

中間配当金 
1 株当たり 
年間配当金 

 円  銭 円  銭 
17 年 3 月中間期         00  00 － 
16 年 3 月中間期      00  00 － 
16 年 9 月期  －        1,400  00 
 
(3)財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
17 年 3 月中間期 20,275 16,778  82.8  51,423  70 
16 年 3 月中間期 17,342 15,243   87.9  94,724  97  
16 年 9 月期 20,142 16,850  83.7  103,897  95  
(注)①期末発行済株式数  17年 3月中間期 326,280株 16 年 3月中間期 160,923 株  16 年 9月期 162,185 株 
    ②期末自己株式数    17 年 3 月中間期 896 株   16 年 3 月中間期 15,653 株  16 年 9 月期  755 株 
    ③平成 16 年 11 月 19 日付けで普通株式 1株につき 2株の株式分割を行っております。 
④株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の平成 16 年 3 月中間期の 1株当たり株主資本は 
47,362 円 49 銭、平成 16 年 9 月期の 1株当たり株主資本は 51,948 円 98 銭であります。 
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２．17 年 9月期の業績予想（平成 16 年 10 月 1 日～平成 17年 9 月 30 日） 

1 株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 期末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 

通期 19,000 △400 600 950 00 950 00 
(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期）1,838 円 91 銭 
※ 平成 17 年 3月 31 日現在の発行済株式数（自己株式控除後） 326,280 株で計算しております。 
上記予想に関する事項については、中間決算短信(連結)12 ページをご参照ください。
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【参考】業績の概況（四半期） 
（単位：百万円） 

 平成17年9月期 
第1四半期 

平成17年9月期 
第2四半期 

平成17年9月期 
第3四半期 

平成17年9月期 
第4四半期 

売上高 4,237 5,046   

営業利益 △188 △138   

経常利益 △220 △84   

四半期純利益 236 1,044   

総資産 19,514 20,275   

株主資本 16,323 16,778   

 平成16年9月期 
第1四半期 

平成16年9月期 
第2四半期 

平成16年9月期 
第3四半期 

平成16年9月期 
第4四半期 

売上高 2,455 3,118 3,422 3,779 

営業利益 △132 51 15 △91 

経常利益 △127 64 25 △78 

四半期純利益 897 1,708 84 △25 

総資産 15,312 17,342 17,551 20,142 

株主資本 13,687 15,243 15,457 16,850 
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個 別 財 務 諸 表          
① 中 間 貸 借 対 照 表          

(単位：千円) 

当中間会計期間末 

(平成17年3月31日現在) 

前中間会計期間末 

(平成16年3月31日現在) 

前事業年度の要約貸借対照表 

 (平成16年9月30日現在) 

期別 

 

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

  ％  ％  ％ 

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

1.現金及び預金 7,962,959  5,291,080  5,028,718  

2.受取手形 64,368  48,023  64,307  

3.売掛金 2,591,638  1,812,883  1,946,516  

4.有価証券 1,017,054  3,612,773  3,161,507  

5.棚卸資産 36,627  6,844  35,957  

6.営業投資有価証券※3 429,251  ―  ―  

7.その他 752,103  544,715  793,084  

 貸倒引当金 △30,669  △24,477  △26,165  

 流動資産合計 12,823,334 63.2 11,291,844 65.1 11,003,926 54.6 

Ⅱ 固定資産       

1.有形固定資産※1 338,894 1.7 160,329 0.9 200,146 1.0 

2.無形固定資産 550,907 2.7 388,216 2.3 440,778 2.2 

3.投資その他の資産       

(1)投資有価証券※3 3,117,720  2,827,019  5,270,570  

(2)関係会社株式 2,239,507  2,012,332  2,387,333  

(3)敷金・保証金 536,472  296,824  353,417  

(4)その他 675,474  369,518  490,826  

 貸倒引当金 △6,508  △3,609  △4,752  

投資その他の資産合計 6,562,667 32.4 5,502,085 31.7 8,497,395 42.2 

 固定資産合計 7,452,470 36.8 6,050,631 34.9 9,138,320 45.4 

資産合計 20,275,804 100.0 17,342,475 100.0 20,142,247 100.0 
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(単位：千円) 

当中間会計期間末 

(平成17年3月31日現在) 

前中間会計期間末 

(平成16年3月31日現在) 

前事業年度の要約貸借対照表 

(平成16年9月30日現在) 

期別 

 

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

  ％  ％  ％ 

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

1.買掛金 1,646,765  1,134,442  1,182,881  

2.ポイント引当金 42,190  5,799  21,219  

3.その他※2 1,294,117  587,800  734,153  

 流動負債合計 2,983,073 14.7 1,728,042 10.0 1,938,253 9.6 

Ⅱ 固定負債       

1.繰延税金負債 514,205  371,006  1,353,305  

 固定負債合計 514,205 2.5 371,006 2.1 1,353,305 6.7 

負債合計 3,497,279 17.2 2,099,049 12.1 3,291,558 16.3 

       

（資本の部）       

Ⅰ 資本金 6,578,640 32.5 6,551,100 37.8 6,551,100 32.5 

Ⅱ 資本剰余金       

1.資本準備金 1,665,315  1,637,775  1,637,775  

2.その他資本剰余金       

（1）資本金及び 

資本準備金減少差益 

 

4,167,932 

  

5,346,506 

  

4,167,932 

 

（2）自己株式処分差益 68,983  40,746  61,081  

資本剰余金合計 5,902,230 29.1 7,025,027 40.5 5,866,788 29.2 

Ⅲ 利益剰余金       

1.中間(当期)未処分利益 3,717,635  2,605,841  2,664,296  

利益剰余金合計 3,717,635 18.3 2,605,841 15.0 2,664,296 13.2 

Ⅳ その他有価証券 

評価差額金 

 

619,141 

 

3.1 

 

428,310 

 

2.5 

 

1,834,433 

 

9.1 

Ⅴ 自己株式 △39,122 △0.2 △1,366,853 △7.9 △65,930 △0.3 

 資本合計 16,778,525 82.8 15,243,426 87.9 16,850,688 83.7 

負債・資本合計 20,275,804 100.0 17,342,475 100.0 20,142,247 100.0 
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② 中 間 損 益 計 算 書          

(単位：千円) 

当中間会計期間 

自 平成16年10月1日 
至 平成17年3月31日 

前中間会計期間 

自 平成15年10月1日 
至 平成16年3月31日 

前事業年度の要約損益計算書 

自 平成15年10月1日 
至 平成16年9月30日 

期別 

 

科目 
金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

  ％  ％  ％ 

Ⅰ 売上高 9,284,379 100.0 5,573,931 100.0 12,776,161 100.0 

Ⅱ 売上原価 6,914,604 74.5 3,996,182 71.7 9,252,720 72.4 

売上総利益 2,369,775 25.5 1,577,749 28.3 3,523,440 27.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,697,380 29.0 1,659,282 29.8 3,680,432 28.8 

営業利益(△損失) △327,605 △3.5 △81,532 △1.5 △156,992 △1.2 

Ⅳ 営業外収益※1 59,979 0.6 19,292 0.4 41,755 0.3 

Ⅴ 営業外費用※2 37,189 0.4 579 0.0 71 0.0 

   経常利益(△損失) △304,815 △3.3 △62,820 △1.1 △115,308 △0.9 

Ⅵ 特別利益※3 2,304,603 24.8 2,537,868 45.5 2,534,040 19.8 

Ⅶ 特別損失※4 618,407 6.6 35,537 0.6 93,407 0.7 

 税 引 前 中 間 (当 期 )純 利 益 1,381,380 14.9 2,439,510 43.8 2,325,324 18.2 

 法人税、住民税及び事業税 100,983 1.1 △166,330 △3.0 △338,972 △2.7 

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 1,280,397 13.8 2,605,841 46.8 2,664,296 20.9 

 前期繰越利益 2,437,237  ―  ―  

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 3,717,635  2,605,841  2,664,296  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

当中間会計期間 

自 平成16年10月1日 
至 平成17年3月31日 

前中間会計期間 

自 平成15年10月1日 
至 平成16年3月31日 

前事業年度 

自 平成15年10月1日 
至 平成16年9月30日 

   
1.資産の評価基準及び評価方法 1.資産の評価基準及び評価方法 1.資産の評価基準及び評価方法 

(1)商品 (1)商品 (1)商品 

総平均法による原価法を採用し
ております。 

                                             

(2)仕掛品 (2)仕掛品 (2)仕掛品 

個別法による原価法を採用して
おります。 

同 左 同 左 

(3)貯蔵品 (3)貯蔵品 (3)貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しており
ます。 

同 左 同 左 

(4)有価証券 (4)有価証券 (4)有価証券 

a)子会社株式及び関連会社株式 a)子会社株式及び関連会社株式 a)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用
しております。 

同 左 同 左 

b)その他有価証券（営業投資有価証
券も含む） 

b)その他有価証券 b)その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づ
く時価法によっております。（評価
差額は全部資本直入法により処理
し、売却原価は主として移動平均法
により算出しております。） 

同 左 決算日の市場価格等に基づく時
価法によっております。（評価差額
は全部資本直入法により処理し、売
却原価は主として移動平均法によ
り算出しております。） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用
しております。 

同 左 同 左 

   
2. 固定資産の減価償却の方法 2. 固定資産の減価償却の方法 2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。な
お、主な耐用年数は建物10～15年、
工具器具備品4～8年であります。 

同 左 同 左 

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。な
お、ソフトウエア（自社利用）につ
いては、社内における見込み利用期
間（5年以内）による定額法を採用
しております。営業権については、
経済的耐用年数により、5年以内で
毎期均等額を償却しております。 

同 左 同 左 

(3) 長期前払費用 (3) 長期前払費用 (3) 長期前払費用 
均等償却をしております。 同 左 同 左 
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当中間会計期間 

自 平成16年10月1日 
至 平成17年3月31日 

前中間会計期間 

自 平成15年10月1日 
至 平成16年3月31日 

前事業年度 

自 平成15年10月1日 
至 平成16年9月30日 

   

3. 引当金の計上基準 3. 引当金の計上基準 3. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備える
ために、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込み額を計上
しております。 

同 左 同 左 

(2) ポイント引当金 (2) ポイント引当金 (2) ポイント引当金 

ライフマイル会員等の将来のポ
イント行使による支出に備えるた
め、当期に付与したポイントに対し
利用実績率等に基づき算出した、翌
期以降に利用されると見込まれる
ポイントに対する所要額を計上し
ております。 

同 左 同 左 

   

4．リース取引の処理方法 4．リース取引の処理方法 4．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移
転すると認められる以外のファイ
ナンスリース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。 

同 左 同 左 

   

5.投資事業組合への出資金に係る
会計処理 

5. 5. 

 投資事業組合への出資金に係る
会計処理は、組合の中間会計期間に
係る中間財務諸表に基づいて、組合
の資産、負債、及び収益、費用を会
社の出資持分割合に応じて計上し
ております。 

                                       

   

6.その他中間財務諸表作成のため
の重要な事項 

6.その他中間財務諸表作成のため
の重要な事項 

6.その他財務諸表作成のための重
要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 同 左 同 左 

（2）連結納税制度の適用 （2）連結納税制度の適用 （2）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しておりま
す。 

同 左 
 

同 左 
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  注 記 事 項          
(中間貸借対照表関係         ) 

当中間会計期間末 

(平成17年3月31日現在) 

前中間会計期間末 

（平成16年3月31日現在） 

前事業年度 

（平成16年9月30日現在） 

   
※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 

183,084千円 
 

137,110千円 
 
           

※2 消費税等の取扱い ※2 消費税等の取扱い ※2 消費税等の取扱い 
仮払消費税等及び仮受消費税等は、相
殺の上金額的重要性が乏しいため、流動
負債の「その他」に含めて表示しており
ます。 
 

同 左  
          

※3 有価証券の所有目的の変更 ※3 有価証券の所有目的の変更 ※3 有価証券の所有目的の変更 
 従来、関係会社株式として表示して
おりました株式（211,800千円）、及び
投資有価証券として表示しておりまし
た株式（41,250千円）につきましては、
当中間会計期間から投資育成事業を開
始し、株式の所有目的の検討を行った
結果、投資育成事業目的に所有目的を
変更し、営業投資有価証券に振替えて
おります。 
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(中間損益計算書関係) 
 

当中間会計期間 

自 平成16年10月1日 
至 平成17年3月31日 

前中間会計期間 

自 平成15年10月1日 
至 平成16年3月31日 

前事業年度 

自 平成15年10月1日 
至 平成16年9月30日 

   
※1 営業外収益の主要項目 ※1 営業外収益の主要項目 ※1 営業外収益の主要項目 
受取利息               8,772千円 受取利息               7,354千円 受取利息         14,647千円 
有価証券利息        48,995千円 有価証券利息          936千円 有価証券利息         5,930千円 
受取配当金                12千円 受取配当金             7,549千円 受取配当金             9,044千円 
   
   
※2 営業外費用の主要項目 ※2 営業外費用の主要項目 ※2 営業外費用の主要項目 
貸倒引当金繰入額        1,800千円                           
為替差損              5,213千円   
投資事業組合設立費用    30,000千円   
   
※3 特別利益の主要項目 ※3 特別利益の主要項目 ※3 特別利益の主要項目 
投資有価証券売却益  2,304,603千円 投資有価証券売却益  2,531,745千円 投資有価証券売却益  2,532,779千円 
 貸倒引当金戻入益        6,123千円 貸倒引当金戻入益        1,261千円 
   

   

※4 特別損失の主要項目 ※4 特別損失の主要項目 ※4 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 固定資産除却損 固定資産除却損 

 工具器具備品 820千円   工具器具備品 1,725千円   工具器具備品 10,725千円 

 営業権 135,410千円   営業権 16,666千円   営業権 40,520千円 

 ソフトウェア 19,924千円   ソフトウェア 13,214千円  ソフトウェア 16,666千円 

 原状回復費用 3,325千円   計 31,606千円  原状回復費用 6,546千円 

リース解約損 1,077千円     計 74,458千円 

計 160,559千円  投資有価証券売却損 2,881千円     

   違約金 1,050千円  固定資産売却損   

関係会社株式評価損 348,411千円     工具器具備品 683千円 

事業譲渡損 28,932千円        

事業撤退損 36,012千円    投資有価証券売却損 6,033千円 

支払補償損失 44,491千円    投資有価証券評価損 11,182千円 

     違約金 1,050千円 

   

※5 減価償却実施額 ※5 減価償却実施額 ※5 減価償却実施額 

有形固定資産      39,662千円 有形固定資産      21,025千円     ――――― 

無形固定資産      116,947千円 無形固定資産      107,059千円  

   

 



11 

 

(リ ー ス 取 引 関 係         ) 
 

当中間会計期間 

自 平成16年10月1日 
至 平成17年3月31日 

前中間会計期間 

自 平成15年10月1日 
至 平成16年3月31日 

前事業年度 

自 平成15年10月1日 
至 平成16年9月30日 

 
リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 

 
リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 

 
リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 

１. リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

１. リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

１. リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末残高
相当額 

   

  取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

  取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

 
 

取得価
額相当
額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

 

 車両及び
運搬具 

千円
10,648

千円
10,352

千円
295

 車両及び
運搬具 

千円
10,648

千円
6,803

千円
3,845

 車両及び 

運搬具 

千円
10,648

千円 
8,578 

千円
2,070

 

 工具器具
備品 

63,740 5,855
 

57,885
 工具器具

備品 
7,224 1,830 5,393

 工具器具 

備品 
11,184

 
2,948 8,235

 

 合計 74,389 16,208 58,181  合計 17,872 8,633 9,239  合計 21,832 11,526 10,305 

   
２.未経過リース料中間期末残高相当
額 

２.未経過リース料中間期末残高相当
額 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内        10,217千円 １年内        5,047千円 １年内        2,217千円 
１年超        48,000千円 １年超         4,478千円 １年超        6,219千円 
 合計        58,217千円  合計         9,526千円  合計         8,436千円 
   
３．支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 

支払リース料      5,014千円 支払リース料      2,683千円 支払リース料     5,843千円 
減価償却費相当額    4,706千円 減価償却費相当額    2,497千円 減価償却費相当額   5,390千円 
支払利息相当額       331千円 支払利息相当額       230千円 支払利息相当額      279千円 
   
４． 減価償却費相当額の算定方法 ４． 減価償却費相当額の算定方法 ４． 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっておりま
す。 

同 左 同 左 

   
５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得
価額相当額との差額を利息相当額と
し、各期への配分方法については、利
息法によっております。 

同 左 同 左 
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(有価証券関係) 

当中間会計期間末（平成 17 年 3 月 31 日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

   （単位：千円） 

区分 中間貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 603,647 34,165,320 33,561,672 

計 603,647 34,165,320 33,561,672 

 

前中間会計期間末（平成 16 年 3 月 31 日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末（平成 16年 9 月 30 日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

   （単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 603,647 46,888,200 46,284,552 

計 603,647 46,888,200 46,284,552 

 

 

（一株当たり情報）  

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
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(重要な後発事象) 
 

当中間会計期間 

自 平成16年10月1日 
至 平成17年3月31日 

前中間会計期間 

自 平成15年10月1日 
至 平成16年3月31日 

前事業年度 

自 平成15年10月1日 
至 平成16年9月30日 

   
  1  株式分割について 

  平成16年8月10日開催の取締役会の決
議に基づき、次のように株式分割によ
る新株式を発行しております。 

  （1）平成16年11月19日付をもって普通株
式1株を2株に分割する。 

                          ① 分割により増加する株式数   
普通株式 162,940株 

  ② 分割方法 

  平成16年9月30日最終の株主名簿及
び実質株主名簿に記載された株主を対
象に、普通株式1株を2株に分割いたし
ました。 
 

  以上により、平成16年11月19日現在
の発行済株式総数は、325,880株となり
ました。 
 

  （2）配当起算日    平成16年10月1日 

  （3）当該株式分割が前期首に行われたと
仮定した場合の１株当たり情報に
ついては、それぞれ以下のとおりと
なっております。 

  前期（第6期） 
１株当たり純資産額         

82,392円57銭 
１株当たり当期純利益（△純損失）  

△20,278円97銭  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

当期純損失を計上しているため記
載しておりません。 

 

  当期（第7期） 
１株当たり純資産額    

51,948円97銭 
１株当たり当期純利益 

                8,277円89銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

8,096円28銭 

 

   

 


